
４ 利用者利益の保護のために取り組んでいる事項がある場合には、「参考事項」の項にそ
の旨を記載すること。なお、当該取組について、営業所その他の事業所ごとに区分して
記載すること等により欄内に記載しきれない場合には別紙とすること。
５ その他注記すべき事情がある場合には、「参考事項」の項にその内容を記載すること。
６ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。

第２表

再委託先の媒介等業務受託者の名称等に関する報告
年３月31日現在

サービスの別表種類
事業者名
法人番号
届出番号
電話番号
電子メールアドレス

再委託に係
る電気通信
役務

再委託先の
媒介等業務
受託者の名
称

再委託に係
る電気通信
事業者の名
称

再委託先の媒
介等業務受託
者の法人番号

再委託先の媒
介等業務受託
者の連絡先

再委託先の媒
介等業務受託
者の届出番号

参考事項

注１ 再委託を行つていない場合には、「再委託に係る電気通信役務」の欄に「×」を記入する
こと。
２ 「再委託に係る電気通信役務」の欄には、電気通信事業法第26条第２項の規定により告
示する同法第26条第１項各号の電気通信役務の区分に従い記載すること。二以上の再委託
に係る電気通信役務が同一の電気通信役務の区分である場合であつて、これらの電気通信
役務の再委託先の媒介等業務受託者又は再委託に係る電気通信事業者が異なる場合は、項
を分けて記載すること。
３ 再委託先の媒介等業務受託者は、この報告を提出する届出媒介等業務受託者と直接の委
託契約を締結する媒介等業務受託者を記載することとし、再委託先の媒介等業務受託者が
更に委託した場合の当該委託先である媒介等業務受託者については記載しないこと。
４ 「再委託先の媒介等業務受託者の名称」の欄には、媒介等業務受託者が法人又は団体で
ある場合にあつては、当該法人名又は当該団体名を記載すること。
５ 「再委託に係る電気通信事業者の名称」の欄には、再委託先の媒介等業務受託者に対す
る委託契約の対象となる電気通信役務を提供する電気通信事業者の名称を記載すること。
６ 「再委託先の媒介等業務受託者の法人番号」の欄には、行政手続における特定の個人を
識別するための番号の利用等に関する法律第２条第15項に規定する法人番号を記載するこ
と。ただし、当該法人番号がない場合にあつては、住所を記載すること。
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